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国家戦略特区への提案



国家戦略特区提案 「留学生人材の就職拡大による地域中小企業の活性化」
～大分県留学生人材特区～

大学・高専に在籍する人口当たりの外国人留学生数が大分県は日本一である優位性を活かし、大分県で学び、大分県
の事情や、母国、海外の事情にも詳しい留学生を県内の中小企業へ積極的に就職させることにより、中小企業の海外
ビジネス展開を促進する。（※日本再興戦略改訂2014では、高度外国人人材の卵たる留学生の国内企業（特に中小企
業）への就職を拡大することとしている）

留学生人材の就職拡大のための制度改革県内中小企業の海外展開支援

○県内外国人留学生の県内企業への就職拡大

○県内外国人留学生雇用による中小企業の海外
事業促進

○外国人留学生の創業による県内企業との連携

（１）大学の専攻等で在留資格を認定〔提出書類の簡素化〕

（２）研修での他業務従事は資格外活動を不要に

（３）留学生の雇用を前提としたインターンシップの実施

留学生の創業拡大のための制度改正

（制度改正中）

○在留資格を得て就職後、研修のために営業や現場管理、総務等の他業
務従事について許可制となっており、審査も厳格であるが、許可制を撤廃し、
人事管理は企業に一任

○中小企業へ就職する場合、企業の概要及び業務内容や労働条件等の
詳細資料の提出が必要で厳格な審査あり。具体的には、県や民間企業で
構成する団体に加入している企業への就職については、大学の専攻の証
明のみで在留資格を認定

○卒業後の就職活動のための在留期間を延長（現状６か月、更新１回まで
の計１年⇒最大２年まで）。その間の雇用を前提としたインターンシップや生
計維持のためのアルバイトを認める。

○創業人材等の多様な外国人の受入れ促進

・在留資格に係る基準の緩和

人口当たり日本一の留学生数

活用（就職・創業）

創業

就職

県内の４年制大学を卒業した外国人留学生を対象

○留学生数：３，３８５人（82か国・地域）H25年度
・卒業留学生数：８９９人
・うち国内就職者数：２３７人（大分県内：３６人）

留学生人材の受入れ促進

中小企業のグローバル化にあたって、海外の事情
に精通し、語学や経営等の能力の高い留学生であ
る外国人材の活用が重要






